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はじめに 

 

明治 30 年の伝染病予防法の制定以来 100 年が経過し、この間、医学・医療の進歩、公衆衛生水

準の向上、国民の健康・衛生意識の向上、人権の尊重及び行政の公正性・透明性の確保の要請、

国際交流の活発化、航空機による大量輸送の進展等、感染症を取り巻く状況は、大きく変化した。

そこで、現代における感染症の脅威と感染症を取り巻く状況の変化を踏まえた施策の再構築が必

要となり、平成 10年、感染症法が制定された。 

感染症を取り巻く状況は日々変遷し、それらに適切に対応する必要がある。また、感染症の発

生の予防とまん延の防止、感染症の患者に対する良質かつ適切な医療の提供、感染症及び病原体

等に関する調査の推進、病原体等の検査体制の確立、人材養成、啓発や知識の普及、特定病原体

等を適正に取り扱う体制の確保とともに、国と地方公共団体、地方公共団体相互の連携と役割分

担を明確にすることにより、感染症対策を総合的に推進する必要がある。このため、感染症法を

制定後も数次にわたり改正が行われ、県では国の動きに呼応し、対応してきた。 

例えば、平成 11 年には、感染症法第 10 条の規定に基づき、国の基本指針に即して「感染症の

予防のための施策の実施に関する計画（奈良県感染症予防計画）」（以下「本計画」という。）を策

定した。平成 16 年に重症急性呼吸器症候群（SARS）等への対応等を踏まえた改定を行い、平成 29

年には、国の基本指針、特定感染症予防指針の改正に伴い、本計画を見直すとともに、特定感染

症予防指針に基づき、結核等の各種感染症の対策について本計画に統合した。  

このたび、感染症法改正を踏まえて、新型コロナウイルス感染症対策で培った知見等を、次な

る感染症危機の対応に生かせるよう、本計画の改定を行った。 

本計画は、感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な計画であり、医療法（昭和 23年

法律第 205 号）に基づく奈良県保健医療計画並びに新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づ

く奈良県インフルエンザ等対策行動計画及び市町村行動計画がそれぞれ整合性の取れるように定

め、もって、感染症対策を総合的かつ計画的に推進することが重要である。 
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略称一覧 

 

本計画では、以下の略称を用いる。 

 

本計画での表記 正式名称・意味など 

感染症法 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成 10年法律第 114 号） 

感染症法施行規則 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行

規則（平成 10年厚生省令第 99号） 

新興感染症 新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症 

新型インフルエンザ等感

染症等発生等公表期間 

新型インフルエンザ等感染症等（新型インフルエンザ等感染

症、指定感染症又は新感染症）に係る発生等の公表が行われた

ときから新型インフルエンザ等感染症等と認められなくなった

旨の公表等が行われるまでの間 

感染症指定医療機関 特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、第二種

感染症指定医療機関、第一種協定指定医療機関、第二種協定指

定医療機関及び結核指定医療機関（感染症法第 6条第 12 項） 

県等 県及び保健所設置市 

外出自粛対象者 宿泊施設若しくは居宅若しくはこれに相当する場所から外出し

ないことの協力を求められた新型インフルエンザ等感染症又は

新感染症の患者（感染症法第 44 条の 3第 2項を準用する指定感

染症にあっては、当該感染症の患者） 

IHEAT 新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表が行われた

場合その他の健康危機が発生した場合（以下「健康危機発生

時」という。）において外部の専門職を有効に活用することを目

的とし、健康危機発生時に地域における保健師等の専門職が保

健所等の業務を支援する仕組み 

IHEAT 要員 IHEAT に登録し、保健所等への支援の要請を受ける旨の承諾を

した外部の専門職 

  


